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今年度要求のポイント

区分
その他一般施策

－
(単位　千円)

局・課名 市長公室・企画部　調査統計担当
マスタープラン

３つの挑戦
－

マスタープラン

施策番号
整理番号 01 - 017

平成25年住宅・土地統計調査

事業期間 M22　～　H　

平成24年度決算額

28

・学校基本調査　・経済センサス調査区管理　・経済セン
サス活動調査 （審査業務）　・就業構造基本調査　・住宅
土地統計調査（単位区設定）　・工業統計調査

・学校基本調査　・経済センサス調査区管理　・住宅土地
統計調査　・漁業センサス　・工業統計調査

【経過（～24年度）】 【25年度】

・学校基本調査（文部科学省所管）毎年実施
　学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにする。
・経済センサス調査区管理（総務省所管）
　平成21年経済センサス-基礎調査において設定した調査区を今後の経済センサス調査区として管理し、必
要な修正を行うことにより事業所・企業を対象とした各種統計調査実施の基礎資料としての利用に供す
る。
・工業統計調査（経済産業省所管）毎年実施
　製造業の実態を構造的に明らかにし、工業に関する施策立案の基礎資料とする。
・経済センサス-基礎調査（総務省所管）
　事業所の事業活動及び企業の企業活動の状態を調査し、もって我が国における事業所及び企業の産業、
従業者規模等の基本的産業構造を全国及び地域的に明らかにする。
・商業統計調査（経済産業省所管）
　全国の卸売業・小売業の分布状況及び販売活動を把握し、業種別、規模別、地域別等の商業活動の実態
を明らかにすることを目的とする。
・農林業センサス（農林水産省所管）
　我が国農林業の生産構造、農林業生産の基礎となる諸条件等を総合的に把握することにより農林業の基
本構造の現状と動向を明らかにし農林行政に必要な基礎資料を整備する。
・国勢調査調査区設定（総務省所管）
　平成27年国勢調査の実施にあたり、国勢調査員の担当区域を明確にし、調査の重複・脱漏を防ぎ、もっ
て調査の正確さを期する。
・国勢調査第３次試験調査（総務省所管）
　平成27年の国勢調査の実施に先立ち、調査の方法、個人情報保護の方法、調査書類の作成・提出方法、
調査票の設計等、同調査の実施計画案を実地に検討し同調査を準備する。
・全国消費実態調査（総務省所管）
　家計の収支及び貯蓄・負債、耐久消費財、住宅・宅地などの家計資産を総合的に調査し、所得・消費・
資産の水準、構造及び分布などを明らかにする。

事業目的

事業内容

平成26年全国消費実態調査

72,69471,87119,022

旅費等(25年度予算×1.0）

140 旅費等(25年度予算×1.0）

内容・積算等25年度予算

国勢調査第３次試験調査

0

0

工業統計調査

主な要求内容 （単位：千円）

61,315

学校基本調査

0

平成25年度予算額 平成26年度要求額

全体事業費

26年度要求額

多種多様な基幹統計調査を計画的に処理するとともに、平成27年度実施の国勢調
査への準備を遺漏なく行う必要がある。

報酬等

38,079
報酬等（おおむね、平成21年度経セ
ン基礎調査予算×1.2〔経セン0.7＋
商業0.5〕）

0 報酬等

2013年漁業センサス 647

82
平成26年経済センサス-基礎調
査　平成26年商業統計調査

〔同時実施〕

その他　特記事項

賃金等

9,608 8,065 報酬等

12,589

・学校基本調査　・経セン調査区管理　・工業統計調査　・経
セン基礎調査　・商業統計調査 ・農林業センサス・国勢調査
調査区設定・国勢調査第３次試験調査・全国消費実態調査

【今後（26年度～）】

2015年農林業センサス 51 7,096

国勢調査調査区設定

71,871

報酬等

スケジュール（経過及び今後展開）

合計 72,694

報酬等

1,540 報酬等

0 5,157

関連事業

事 業 名 基幹統計調査事務

28

140

経済センサス調査区管理

事 業 費

国及び地方自治体が基本的な政策立案の基礎資料を得るため。


